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製，EPIgas Mantles，及び CAPTAIN STAG製，M-７９１１）を用いた放射性物質の有無
によりサーベイメータの指示値やブザー音の変化を確認・体験させる内容１と，霧箱（自
作霧箱（１８），及び演示用に戸田式卓上霧箱 B-１１２）を用いた自然放射線の存在の確認と掃
除機で１時間空気中の塵を付着させたフィルターと注射器内に前述のランタンの芯（M-
７９１１）を入れた時にそのシリンダ内の空気を流入させた場合の霧箱内の様子を観察させる
ことで，放射線の存在とその特徴を学ばせる内容２を行った上で，放射線の基礎的な性質
とその特性を講義した。そして，放射線の産業への利用を意識させるために，実験２（（株）
サンルックス製，生分解性放射線実験樹脂）による材料強度の比較実験を行った。そして，
生徒に実験２により放射線が物質に作用や影響を与えることを実感させた上で，放射線の
人体への影響と防護方法について講義を行った。最後に，放射線防護をより理解させるた
めに，空間線量計（CLEAR-PULSE製，Mr.Gamma A２７００を主として，GAMMA-SCOUT，
Aloka製 TCS-１５１，Aloka製 TGS-１４６を補助測定器として使用）を用いたバックグラン
ドの測定や放射線源からの距離による放射線の減衰効果やステンレス板，アルミニウム
板，アクリル板，水入りペットボトルといった遮蔽物による放射線の減衰効果の確認実験
を行った。その結果，生徒は約１週間前の屋内避難訓練を体験した時には，窓閉め理由や
窓から離れる根拠は把握していなかったが，授業終了時にその理由について理解できたか
どうか挙手方式で問うたところ８０％以上の生徒が理解を示し，一部の生徒は家族にも伝え
たいと述べていた。この結果は他者の研究報告と同程度（１７）である。次に，生徒の自由記
述に書かれている内容を知識・理解，実験，意欲・関心，イメージの変化，防災意識・理
解に大別すると，それらの内容に関する記述が含まれていた数は各１９，２８，１３，６，８名
であり，学習から防災への知識の転用は１０.８％に止まった。この結果から，多くの生徒は
放射線に関するリスクとベネフィットを実感できていないことが分かる。今回は理科の授
業を意識して，実験３を入れたが，震災後の福島の自然環境や市街地・産業及び人（心情
も含め）の変化について丁寧に説明し，原子力や放射線関連施設による事故・災害による
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表４ 大学生における高レベル放射性廃棄物に関する講義展開例
課題発表と総合討論１５
電気のごみを考える（２）（HLW処分方法・処分地選定の合意形成）１４
電気のごみを考える（１）（高レベル放射性廃棄物:HLWなど）１３
私たちの暮らしを支える電気１２
地球温暖化とエネルギー問題１１
持続可能な社会を目指して！?（解決手段の検討）１０
持続可能な社会を目指して！?（エコロジカル・フットプリントから考える）９
環境問題と私たちの暮らし（グループ課題決定）８
多様性を認めあう社会の実現に向けて７
特別ニーズと教育・社会（２）（共生社会と相互理解）６
特別ニーズと教育・社会（１）（障害と自分の関係、特別ニーズとは何か）５
子どもの貧困と教育・社会４
セクシャル・マイノリティーと教育・社会３
外国にルーツをもつ子どもたちと教育・社会２
オリエンテーション（目的、学習方法、ルールなど）、アイスブレーキング（グループ決め、認知確認など）１
影響とそれから身を守る手立てについて，科学的な知識などの根拠から判断ができるよう
に授業を改善し，その検証を行うことで，より理解しやすい授業づくりをすることが必要
と考えられる。一方で，防災訓練後に，その避難行動等の根拠となる学習を関連教科で行
うことで，納得感や家族への波及効果（教師へのヒアリングから家族に話したとの回答あ
り）が見られたことから，カリキュラムマネージメントの重要性が再確認できた。
これに対して，原子力防災教育を考える際に，放射線への理解教育のみならず，文献１２
でも同様の記述があるように不安感・忌避感に対する理解と緩和に繋がるような教育活動
が重要と考えられる。そこで，表４に示す大学２年生（経済学部８名，水産学部１４名，多
文化社会学部７名）の教養科目「環境と社会」で HLWの処分地選定問題を扱った。この
講義の特徴は，前半の７回で所謂「マイノリティ」として括られる人や集団について扱い，
多様性を認め合う社会について論究させている点である。これに対して，後半の７回は環
境面から持続可能性や HLW処分地選定問題を扱うことで，大きな社会問題から持続可能
な社会の構築に向けて検討を行わせる。そして最終回に「これからの社会をよくするため
に必要なものは何ですか」，そして「前問を踏まえて，LHW処分問題について，社会的
合意を得るために必要なことと，それに対する自分自身の考えと対応は何ですか」と問う
ことで，このような課題解決に対する科学的・社会的な視点とそこで必要となる能力につ
いて考えさせることを試みた。なお，１３，１４回目の授業は，原子力発電環境整備機構の職
員２名による出前講義である。まず，前者の問に対して学生は，個人に関する内容（努力，
体力，思考力，安心，感謝，思い込み，知識，理解（２名）），コミュニケーションに関す
る内容（尊重，配慮，少数派の意見，誤った情報認識），連携に関する内容（支援，協働
作業，妥協，経済力），ESDに関する内容（多様性，共生，平和，平等，固定概念をなく
す，持続可能），その他の内容（切り捨て，必要なもの・効率，法制化，大量消費，新技
術）を挙げており，原子力防災教育として大切な知識・理解（情報認識や取り扱い等を含
む），他者理解・思いやり，連携の重要性を認識していることが分かる。この出前授業で
解決した学生の疑問は，火山・地震（４件）や地下水・断隙の影響（６件）やベントナイ
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トの変成（８件），輸送・管理・運用（５件），他の処分方法（３件），分散処分（３件），
海外との差違（３計），六ヶ所再処理工場立地の経緯（３件），放射能漏れ（３件），人体
への影響・リスク（２件），発生量（１件）であり，概ね講師の説明や資料により理解が
できた。これに対する１５回目のふりかえり活動の学生の意見としては，講義内で行った多
様性の理解のための教育活動（他社理解で LGBT等を扱った内容）により，学生は多様
性や持続可能性のためにも，HLW処分問題などを学ぶ必要性を感じており，高校までの
教育の重要性とそこでの学びの必要性を訴えていた。そして，相互理解を図るためにも対
話・教育活動と正確な科学的な情報を分かり易く伝える手段の重要性を指摘したことか
ら，専門家による平易な言葉での説明を前提として，学校教育における道徳等と技術，理
科や社会科のカリキュラムマネージメントと地域への情報発信を行いながら，地域と共に
学ぶ必要性が示された。
４．まとめ
我が国の防災教育は「稲村の火」に代表されるように歴史があるが，原子力防災教育は
F１事故を機にマニュアル作りが先行したが，学習指導要領の改訂と相まって，原子力発
電所立地地域及びその周辺自治体でさえ十分に進んでいない。また，UPZ圏外ではその
取り組みは全くと言って良いほど行われていない（１９）。そのような状況下で，学校防災マ
ニュアルや各教育委員会が出している関連副読本，関連学会等の調査をすることで原子力
防災教育の現状を俯瞰した。また，それらの学会発表や長崎県内における授業実践から，
原子力防災教育の課題を検討した結果，以下のことが示された。
（１）原子力発電所立地県や立地自治体では原子力防災マニュアルの整備がなされている
が，児童生徒の心のケアや避難所の運営等に差が見られる。
（２）原子力防災教育としては，防災教育のフレームを活かしつつも，放射線に関する情報
等の入手方法とその活用や電力需給システムの理解向上といった各教科の関連学習
と，価値判断・他者理解を含めた道徳などの学習の充実とそれらの連携を図ることが
必要である。
（３）児童生徒が関連する教科内容の学習で得た知識・技能を避難時期・方法，対処法の判
断に活用し，地域住民に情報発信することが大切である。
（４）外部教育支援者等とのネットワーク作りと管理職を中心とした教職員の原子力防災教
育へ対する理解増進による教育課程の編成が重要であり，コミュニティスクール制度
の導入と充実が望まれる。
長崎県においては平成２４年度から防災教育指定校制度が開始されたが，原子力防災教育
は始まったばかりであり，UPZ圏外の学校も含めその体制と教育コンテンツの整備が望
まれる。本研究は JSPS科研費 JP１６K１３５７８の助成により行った。
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付表１．原子力防災教育先進県における防災・災害対応マニュアル①
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付表１．原子力防災教育先進県における防災・災害対応マニュアル①の続き
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付表１．原子力防災教育先進県における防災・災害対応マニュアル①の続き２
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付表１．原子力防災教育先進県における防災・災害対応マニュアル②
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付表１．原子力防災教育先進県における防災・災害対応マニュアル②の続き
